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はじめに

近年、社会情勢の急激な変化に伴い、学校に対する要望や学校が抱える課題は急

激に増加しています。いわき市においては、東日本大震災により被災した都市の一

つとして、教育の復興という課題にも向き合っています。

そのような状況の中で、教職員は、子どもたちが安心して学ぶことができる環境

作りとともに学校や地域の実態に応じた教育活動の充実に努めなければなりませ

ん。しかし、多様的・多面的で、複雑化・困難化する課題の解決に多くの時間を費

やし、心身ともに大きな負担を抱える場面も少なくありません。時間外勤務につい

ても、平成２８年の国の教員勤務実態調査において、月当たり８０時間以上の時間

外勤務を行った教諭は小学校で３４％、中学校で５８％という結果が出ております。

平成２９年の市教員勤務実態調査においては、国よりも厳しい結果が出ており、看

過できない状況となっております。

教職員が自ら研鑽に励み、教員としての力を高め、次代を担う子どもたちに「生

きる力」を育んでいくという、教員が本来果たすべき役割を踏まえると、時間外勤

務時間を削減し、子どもたちとしっかり向き合い、教育の質をより高め、保護者や

地域の信頼に応えるべく職務を遂行できるようにしていかなければなりません。

福島県教育委員会では、国が示す方針を踏まえ、平成３０年３月、「教職員が自ら

学び、児童生徒と向き合う時間を確保するため、長時間勤務を改善し、学校のチー

ム力や教員の指導力を最大化し、豊かな教育環境の形成を目指す」ことを目的とし

て、「教職員多忙化解消アクションプラン」を策定しました。このアクションプラ

ンは、「（平成３０年度からの）３年間で時間外勤務時間を３０％削減」することを

目標に掲げており、「マネジメント体制の改善」、「校務の見直し」、「チーム学校に

よる支援」、「地域からの支援の積極的推進」、「部活動の在り方の見直し」などテー

マ別の取組を示しています。

いわき市教育委員会では、国や県の動向、取組を踏まえ、平成３０年度に「いわ

き市教職員の多忙化解消検討委員会」を設置し、教職員の時間外勤務時間の現状や

課題の把握とその解決に向けた方策について検討してきました。検討委員会におけ

る議論・意見をもとに、これまでも働き方改革に向けた取組を実施してきましたが、

学校や関係機関との協力をより一層密にし、地域や保護者の理解と協力を得ながら、

さらに業務改善や多忙化解消に向けた取組みの推進を図るため、この方針を策定し

ました。

令和２年３月

いわき市教育委員会
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Ⅰ 基本理念と目標

《基本理念》

学校における業務や教職員の働き方を改善し、教職員が自ら研鑽に励み資質・

能力を高めるとともに、一人一人の子どもにじっくり向き合う時間を確保し、次

代のいわきを担う ｢生きる力｣を身に付けた子どもを育成します。

《目 標》

本方針の「Ⅳ 具体的な取組み」に明記した事項が確実に遂行され、学校現場

における業務改善が進むことで、いわき市教育委員会が別に定める教育職員の在

校等時間の上限に関する方針に沿って学校が適正に運営されることを目標としま

す。

★★ 参考 ★★★

【勤務時間の管理】

「超勤４項目」以外の業務を行う時間も含め、教育職員が学校教育活動に関す

る業務を行っている時間として外形的に把握することができる時間を「在校等時

間」とし、勤務時間管理の対象とする。

基本とする時間：在校等時間

〈加える時間〉 〈除く時間〉

校外において職務として行う ・ 勤務時間外における自己研鑽及

研修や児童生徒の引率等の職務 び業務外の時間（自己申告による）

に従事している時間 ・ 休憩時間

【上限時間】

① １か月の時間外在校等時間について、４５時間以内

② １年間の時間外在校等時間について、３６０時間以内

※ 児童生徒等に係る臨時的な特別の事情により業務を行わざるを得ない場

合は、１か月の時間外在校等時間１００時間未満、１年間の時間外在校等

時間７２０時間以内（連続する複数月の平均在校等時間８０時間以内、か

つ、時間外在校等時間４５時間超の月は年間６か月まで）とする。
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Ⅱ 基本方針

１ 市教育委員会が取り組むべきこと

市教育委員会においては、本方針に基づき、①教職員の意識改革（勤務時間

を意識した働き方）、②業務の削減や分業化、③業務の効率化、④学校の業務

環境の改善の４つの観点から具体的な取り組みを推進します。

各学校や地域で業務が発生した場合には、教師が専門性を発揮できる業務で

あるか否か、児童生徒の生命・安全に関わる業務であるか否かといった観点か

ら、その業務が①学校以外が担うべき業務、②学校の業務だが必ずしも教師が

担う必要のない業務、③教師の業務 のいずれであるかを仕分け、①について

は他の主体に対応を要請し、②については教師以外の担い手を確保し、③につ

いてはスクラップ・アンド・ビルドを原則とすることで、学校・教師に課され

ている過度な業務負担を軽減します。

２ 各学校が取り組むべきこと

管理職を含む教職員一人一人が自らの業務を見直し、一体となって取り組ん

でいくため、各学校の管理職は、教職員の働き方を改善する項目を盛り込んだ

学校の経営方針を設定する。また、教職員間で業務を見直し、削減する業務を

洗い出す機会を設定し、校長は一部の教職員に業務が偏ることのないように校

内の分担を見直すとともに、自らの権限と責任で、学校としての伝統だからと

して続いているが、児童生徒の学びや健全な発達の観点からは必ずしも適切と

は言えない業務又は本来は家庭や地域社会が担うべき業務を削減します。

Ⅲ 計画期間

○ 計画期間 令和２年度から令和４年度まで（３年間）

○ 進捗管理 市教育委員会は、年度ごとに教育委員会及び学校のそれぞ

れの取組み状況を確認し、進捗状況について各学校に通知し

ます。
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Ⅳ 具体的な取組み

１ 教職員の意識改革（勤務時間を意識した働き方）を推進するために

⑴ 出退勤管理システムの運用により、勤務時間管理を徹底します。

① 勤務時間管理は、各校長や市教育委員会に求められる責務であり、業務改

善を進める基礎として、出退勤管理システムを適切に運用し、教職員の勤務

時間管理を徹底します。

② 教職員一人一人が自分の超過勤務状況を把握できるよう出退勤管理システ

ムの運用により「超過勤務時間の見える化」を図ります。

③ 各学校において教職員が自らの働き方を顧みるための資料として、市全体

の教職員の超過勤務状況について、学校現場に適宜情報を提供します。

⑵ ノー残業デーや児童生徒一斉下校日の設定など、各学校における取組みの推

進・継続を促します。

⑶ 各学校における部活動の適正化を推進するため、「いわき市立小中学校部活動

運営方針」について、継続的に各種関係団体等や保護者、地域住民への周知に

努めます。

⑷ 教職員全体に勤務時間を意識した働き方の浸透を図るため、管理職研修や各

種教職員研修に、「学校における働き方改革」に係る項目を取り入れます。

⑸ 学校管理職のマネジメント能力の伸長を図るとともに、各学校における取組

みを促すため、教職員人事評価制度を活用します。

☆ 学校における取組みの視点 ☆☆

（１）業務改善や教職員の働き方の改革が、学校全体としての教育活動の改善

につながることを視野に入れ、校長が学校経営方針に教職員の働き方に関

する視点を盛り込む。

（２）週１回程度の児童生徒一斉下校日を設定する。

（３）定期的に全職員定時退勤日を設定し、退勤時刻の徹底を図る。

（４）校内業務の削減や実効的な協働体制の構築を図るなど、校務分掌の不断
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の見直しを行う。

※ 単に在校時間の縮減を図ることのみに固執するのではなく、教職員の

仕事の質を高め、児童生徒の姿を成果としてとらえることが重要であ

る。また、教職員一人一人が、課題を見いだす力を身に付け、仕事の納

得感、やりがいを感じることができるよう工夫することが求められる。

※ 校内研修、OJT、核となる教員の育成、教職員どうしの横の連携と協働

チームとしての取組みなど組織的な体制整備により、教員の仕事の魅力

を再発見するとともに、一人一人のライフ・ワーク・バランスを重視す

る職場の風土を醸成することが大切である。

２ 業務の削減や分業化を進めるために

⑴ 人的な配置によるサポートの強化に努めます。

① 部活動指導員の配置

学校規模や校務分担の状況など学校の実態等に応じて、部活動指導員の

継続的な配置に努めるとともに、段階的な増員について検討します。

② 学校司書の配置

図書室蔵書の整理をはじめとした図書室環境、読書環境の整備を進め、

児童生徒の読書活動を推進するため、引き続き学校司書を全小中学校へ配

置するとともに、学校司書の資質向上を図る研修を実施します。

③ スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの派遣

市教育委員会は、県教育委員会と連携し、学校からの要請に応じ、スク

ールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを派遣します。

④ 非常勤学校事務職員の配置

教職員の事務処理の負担軽減や学校事務の効率化を図るため、大規模の

小中学校に対して、引き続き非常勤事務職員を配置します。

⑤ 支援員の配置

市教育委員会は、特別支援学級において学級担任のみでは安全確保が困

難である場合等、引き続き支援員の適正な配置に努めるとともに、支援員

の資質向上を図る研修を実施します。

⑥ スクール・サポート・スタッフの活用

一定規模以上の小学校におけるスクール・サポート・スタッフの適正な
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活用に努めるとともに、県教育委員会へ継続的な配置を要望します。

⑦ 学校運営に係る法律相談体制の構築に向けた検討

学校で発生するさまざまな問題に関し、法的な見地から学校が弁護士等

の助言を受け、相談できる体制の構築に向けた検討を行います。

⑵ 学校への送付文書を精選するとともに、送付方法を工夫します。特に、児童

生徒対象の各種コンクールや作品募集等に係る外部からの依頼・案内について

は、全ての学校に依頼・案内する必要がある場合を除き、職員ポータルの掲示

板を活用して案内します。

外部からの通知・依頼等の文書

【市教育委員会】

市教育委員会で判断

全ての小中学校への通知・依頼等 全ての小中学校への一律の通知

が必要。 ・依頼等は不要。

全小中学校へ電子メール等で送付。 職員ポータルの掲示板に掲載。

【各小中学校】

全小中学校でプリントアウトし、 各学校でプリントアウトの要・

文書として受け付ける。 不要を判断する。

プリントアウトし プリントアウト

て対応する。 しない。
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⑶ 部活動の負担軽減に努めます。

市教育委員会は、「いわき市立小中学校部活動運営方針」に沿って、部活

動の適正化に取り組みます。

① 関係団体との連携

各関係団体等に対して、市・方部レベルの大会・コンクール・イベント

等の開催を精選するよう要請します。

② 保護者・市民への周知

「いわき市立小中学校部活動運営方針」について、保護者をはじめ関係

者への周知を図るため、市教育委員会のホームページに当該方針を掲載す

るとともに、毎年４月に市教育委員会から学校を通じて保護者宛に文書を

配付します。

③ 各学校の取組み状況の確認と諸課題の調整

必要に応じ、学校関係者等で組織する「部活動適正化会議」を開催し、

諸課題の調整・解決を図ります。

④ 研修の計画・実施

部活動指導員を含む部活動顧問等を対象とする部活動指導に係る適切な

指導の在り方についての研修を計画・実施します。

⑷ 学校給食費徴収業務に係る負担軽減について検討します。

教育委員会が学校給食費の徴収を直接行うことについて検討します。

☆ 学校における取組みの視点 ☆☆

⑴ 行事の見直し・精選

学校行事は、学習指導要領特別活動に示されている行事を基本とし、

慣例的に実施されている行事やイベント等については、これまでの経緯

や歴史を踏まえ学校や地域、児童生徒の実態に沿って、教育的効果を十

分に検証するなどして、見直しや精選を検討する。

〔見直しや精選を検討するための視点〕

① これまで実施されてきた行事やイベントの歴史的な経緯や開催に協力

をいただいてきた地域の方々や保護者、関係機関などの思いを踏まえる

こと。

② 担当者を複数化し役割分担を明確化すること。

③ 教育的効果を薄めることなく効率的に企画・運営すること。

④ 児童・生徒の実態に沿って、隔年実施、１度～２度の実施など、見通

しを持って設定すること。

⑤ 教育的効果を、他の教育活動もしくは教育活動全体において補完可能
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かを検討すること。

⑥ 保護者や地域が企画・運営を担うことが可能かを検討すること。

⑦ 保護者や地域の理解を得られること。

⑧ PTA 主催の行事の開催については、PTA 役員の意向や保護者の要望
など十分に踏まえること。

⑨ PTA 主催の行事への参加について、学校の実態に沿って工夫を凝らす
こと。 など

⑵ 諸表簿の工夫と精選

指導要録や学校日誌、出席簿、出勤簿等、市教育委員会で各校に配付

しているもの以外の表簿については、法定表簿や初任研など法定研修な

ど記録として残すべき表簿を踏まえて、校内において、他の表簿との統

合または形式や内容の精選、簡略化など校内における必要不可欠な項目

を吟味し、負担軽減のための工夫を図る。

（例) 週案の簡略化、学級経営誌と週案の統合、通知票の電子データ

による作成など。

⑶ 現代的な諸課題に関する様々な教育（いわゆる○○教育）への対応

消費者教育や法教育、環境教育、食育、防災教育等をはじめとした現

代的な諸課題に関する様々な教育に関して指導すべき具体的な内容につ

いては、各教科等の指導事項として既に指導がなされているものである

ことを踏まえ、次の点に留意の上、見直し等を行う。

① 学校や地域、児童生徒の実態に応じて教育的効果を十分に検証し、慣

例的に継続するのではなく、見直しや精選、さらには実施時期、時数等

を検討する。

② 各学校において児童生徒や地域の実態に沿って、これまでの取組を検

証することにより、継続的な実施の可否を選択したり、教育課程を編成

するに当たって工夫を凝らす。

⑷ 部活動の再編成

各学校におけるそれぞれの部活動が築いてきた歴史や伝統、児童生徒

や保護者、地域の思いなどを踏まえつつ、今後数年間を見通しながら、

児童生徒数の減少や教員定数の減少などに伴う部活動運営上の課題につ

いて児童生徒や保護者、地域の理解を十分に得ながら、部活動数の削減

を検討する。



- 10 -

３ 業務の効率化を図るために

⑴ 各種調査等の精選・精査を図ります。

市教育委員会発出の各種調査等について精選・精査を図ります。また、国

や県からの調査等についても提出期限を調整するとともに提出方法を工夫す

るなどして学校の負担軽減を図ります。

⑵ 学校事務の共同・連携を推進します。

学校事務の共同・連携に係る協議や研修の場と機会を適切に設定し、学校

事務の共同・連携の効率的・効果的な推進に努めます。

⑶ 統合型校務支援システムの導入について検討します。

教員が行う出席簿、指導要録、週案、通知票の記入等の事務的業務の負担

軽減を図るため、統合型校務支援システムの導入について検討します。

☆ 学校における取組みの視点 ☆☆

⑴ 家庭訪問の工夫

児童生徒の生活環境の確認や保護者との相談等、家庭訪問ならではの

意義を踏まつつ、進級に当たって学級担任が持ち上がった際は、保護者

の希望を伺った上で実施したり、１軒ごとの時間を短縮したりするなど、

各学校の実態に応じて工夫する。

⑵ 校内における会議や打合せ等の持ち方の工夫

校内における複数の会議の抱き合わせや会議参加者の見直し、会議回

数の精選、内容の焦点化など、会議や打合せ等の持ち方を工夫する。

（例）① 職員会議に提案する内容について、企画委員会等で事前に協

議した場合、職員会議当日においては、全体での共通理解が必

要な事項のみの説明を行う形態に変更する。

② 学年打合せや教科部会等、各部門単位の会議を「スタンドミ

ーティング」（参加者が立ったまま１回当たり１０～１５分で

終わらせる会議）に変更する。

⑶ 集金業務や督促等の事務の工夫

① 各種集金等の事務を学級担任のみが行うのではなく、学級担任外の教

員や事務職員等が、各学校の実態に応じて学校・学年一括で行うなどの

工夫を行う。
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② 保護者の意向や学校の実態を踏まえながら、口座引き落としや振り込

みに変更する。

４ 学校の業務環境を改善するために

⑴ 長期休業中の学校閉庁日を継続して設定します。

教職員が休暇を取得しやすい環境作りを進めるため、長期休業中における

学校閉庁日を継続して設定します。

夏季休業中においては、８月９日から８月１６日までの期間を基本とし、

継続して設定します。さらに、冬季休業中においても、年末・年始休暇

（１２月２９日～１月３日）の前後における設定について検討します。

⑵ 留守番電話の効果的な運用を推進します。

勤務時間外及び週休日、休日等の電話対応業務を軽減するため、留守番電

話の運用を継続します。また、深夜や週休日、休日、一斉の学校閉庁日期間

等における緊急時の連絡手段として、各学校ごとの携帯電話の配備を検討し

ます。

⑶ 教職員のメンタルヘルス対策を推進します。

長時間勤務者が希望する場合には、医師による面接指導を実施する体制を

整備します。また、教職員全員がストレスチェックを実施し、効果的に運用

できる体制を整備します。

⑷ 市総合教育センターにおける教職員研修の見直しを図ります。

教職員研修については、教職員の資質能力の向上を図る上でたいへん重要

ですが、県と市の教育委員会間で重複した内容の研修の整理・精選を行うと

ともに、学校現場からのニーズに応じて適宜見直しを行います。また、研修

報告書等についても、過度な負担とならないよう研修内容に応じて簡素化を

図ります。

実施時期についても調整を図り、教職員がまとまった休暇を取りやすい環

境にも配慮します。

☆ 学校における取組みの視点 ☆☆

⑴ ＰＴＡ主催行事や地域の各種団体等主催行事の見直し
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① 慣例的に行ってきたＰＴＡ主催行事について、ＰＴＡ役員等と十分に

意見交換を行い、行事の意義、成果と課題等を検証した上で、行事の削

減も視野に入れ見直しを行う。

② 地域の各種団体等主催行事の運営を、慣例的に教員が担っている場合

等については、主催団体関係者等と十分に意見交換を行い、運営の主体

を主催者に委ねるなど見直しを行う。

⑵ 関係機関等との連携強化

① 学校だけでは解決できない問題等の対応に当たっては、児童相談所や

地区保健福祉センター、警察署、スクールソーシャルワーカー等との連

絡を密にし、連携を強化する。

② 学校を離れた場所での子どもの見守りなど、地域住民や施設等との連

携を密にする。


